
- 1 - 

東京地裁判決を受け、改めて、早急にすべての人にとって平等な婚

姻制度の実現を求める会長声明 

 

 

１ ２０２２（令和４）年１１月３０日、同性間の婚姻ができない現在の婚姻

に関する民法及び戸籍法の諸規定（以下「本件諸規定」という。）の違憲性

を問う裁判において、東京地方裁判所は、現行法上、同性愛者についてパー

トナーと家族になるための法制度が存在しないことは、憲法２４条２項に違

反する旨の判決（以下「東京地裁判決」という。）を言い渡した。 

 

２ 東京地裁判決は、「婚姻により得ることができる、パートナーと家族とな

り、共同生活を送ることについて家族としての法的保護を受け、社会的公証

を受けることができる利益は、個人の尊厳に関わる重要な人格的利益」であ

ることを前提に、「同性愛者にとっても、パートナーと家族となり、共同生

活を送ることについて家族としての法的保護を受け、社会的公証を受けるこ

とができる利益は、個人の尊厳に関わる重大な人格的利益に当たるというこ

とができる。」と認定する。 

  そして同判決は、「現在、同性愛者には、パートナーと家族になることを

可能にする法制度がなく、同性愛者は、その生涯を通じて、家族を持ち、家

庭を築くことが法律上極めて困難な状況に置かれている。家族を持たないと

いう選択をすることも当該個人の自由であることは当然であるが、特定のパ

ートナーと家族になるという希望を有していても同性愛者というだけでこれ

が生涯を通じて不可能になることは、その人格的生存に対する重要な脅威、

障害であるということができる。」と述べ、同性カップルの置かれている苦

境を的確に認定した上で、「現行法上、同性愛者についてパートナーと家族

になるための法制度が存在しないことは、同性愛者の人格的生存に対する重

大な脅威、障害であり、個人の尊厳に照らして合理的な理由があるとはいえ

ず、憲法２４条２項に違反する状態にある」と判断した。 

 

３ ２０２１（令和３）年３月１７日、札幌地方裁判所は同種訴訟において、

本件諸規定が憲法１４条１項に違反すると判断しているところ、東京地裁判

決はこれに引き続き、同性カップルについて家族となるための法制度が存在

しないことを違憲とするものであり、その意義は極めて重大である。 

  同種訴訟における２０２２（令和４）年６月２０日大阪地裁判決は、本件

諸規定の違憲性を認めず、その点は不当であったが、同判決においても、婚

姻をした当事者が享受し得る利益には、当該人的結合関係が公的承認を受け、

公証されることにより、社会の中でカップルとして公に認知されて共同生活

を営むことができる「公認の利益」があり、これは人格的尊厳に関わる重要
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な人格的利益であって、同性カップルにとっても同様にその人格的尊厳に関

わる重要な利益として尊重されるべきものとしている。 

  以上からすると、同性カップルについても、異性カップルと同様、家族と

して法的に保護するための制度が必要であるとの司法判断の流れは、もはや

確定したものというべきである。 

 

４ 当会は、２０１５（平成２７）年より両性の平等に関する委員会の中にＬ

ＧＢＴ小委員会を発足させ（２０１８（平成３０）年１０月からはＬＧＢＴ

委員会）、行政と連携してＬＧＢＴ無料電話法律相談を実施したり、毎年の

「九州レインボープライド」への出展を行うなど、性的マイノリティの問題

は人権擁護を使命とする弁護士・弁護士会が率先して取り組むべき問題であ

ると位置付けて活動している。 

そして、２０１９（令和元）年５月２９日の「すべての人にとって平等な

婚姻制度の実現を求める決議」において、憲法１３条、１４条、２４条や国

際人権自由権規約により、同性カップルには婚姻の自由が保障され、また性

的少数者であることを理由に差別されないこととされているのだから、国は

公権力やその他の権力から性的少数者が社会的存在として排除を受けるおそ

れなく、人生において重要な婚姻制度を利用できる社会を作る義務があるこ

と、しかし現状は同性間における婚姻は制度として認められておらず、平等

原則に抵触する不合理な差別が継続していることを明らかにし、政府及び国

家に対し、同性者間の婚姻を認める法制度の整備を求めた。また、前記札幌

地裁判決、大阪地裁判決に際しても、それぞれ２０２１（令和３）年４月２

８日、２０２２（令和４）年８月１０日に会長声明を発し、政府・国会に対

し、同性間の婚姻制度を直ちに整備することを改めて求めた。 

  しかしこの間、本問題に関する政府・国会の動きは無いに等しく、上記法

制度の整備に向けた具体的な準備は、全くなされていない状況である。現在

の同性カップルについて法制度がない状態を「同性愛者の人格的生存に対す

る重大な脅威、障害である」とまで厳しく断じた今般の東京地裁判決を受け、

今度こそ、政府・国会は、速やかに、同性間の婚姻制度を整備すべきである。 

  なお、東京地裁判決は、同性カップルが家族となるための法制度として、

諸外国における登録パートナーシップ制度のような婚姻類似の制度に言及し

ているが、このような異性カップルにおける婚姻と異なる制度を別に設ける

ことは、同性カップルに対する新たな差別を惹起しかねない。制度構築にあ

たっては、同性カップルに対して婚姻の門戸を開くものとすべきである。 

 

 

２０２３年（令和５年）１月１８日 

 

福岡県弁護士会      
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